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０．電子政府関連の主な経歴

■ IT新改革戦略評価専門調査会 電子政府評価委員会 構成員 （平成18～20年度）

■ 電子政府ガイドライン作成検討会 構成員 （ユーザビリティ分科会） （平成20年度）

■ 評価専門調査会 電子政府評価委員会 構成員 （平成21年度）

■ 評価専門調査会 オンライン申請等手続システム評価WG 構成員（平成21年度）

■ 政府情報システムの整備の在り方に関する研究会 構成員 （平成21年度）

■ 政府情報システム改革検討会 構成員 （平成22年度）

■ （社）日本経済団体連合会 電子行政推進ワーキング委員

（法制度・体制検討サブワーキング主査） （平成20年度～）
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１．「新しい情報通信技術戦略」（電子行政分野）について

①各施策と戦略の目的・目標の関係があいまい

→ いわゆる「霞が関文学」。

②評価指標や目標値が十分設定されていない

→ 施策の実施効果が測定できない。

③そもそも現状値が十分把握できていない

→ 目標の設定すらできない。

①各施策と戦略の目的・目標の関係があいまい

②評価指標や目標値が十分設定されていない

③そもそも現状値が十分把握できていない

● これでは十分な評価（いくら投資して効果はどうだったか）ができず、PDCAサイク
ルは回せない。予算査定段階で、妥当かどうかも判断できない。

● 「e-Japan戦略」（2001年）以降、構築してきた評価の仕組みがリセットされ、振
り出しに。過去を全て否定するのではなく、蓄積を活かした新たな取り組みを。



4Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

参考資料１．「新しい情報通信技術戦略」（電子行政分野・抜粋）

出典：「新しい情報通信技術戦略」（電子行政分野・抜粋） （平成２２年５月１１日 IT戦略本部決定）
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出典：「新しい情報通信技術戦略 工程表」（電子行政分野・抜粋） （平成２２年５月１１日 IT戦略本部決定）

参考資料２．「新しい情報通信技術戦略 工程表」（電子行政分野・抜粋）
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参考資料３．以前の戦略の例：「IT新改革戦略」（電子政府分野・抜粋）

出典：IT新改革戦略（電子政府分野・抜粋） （平成１８年１月１９日 IT戦略本部決定）
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参考資料４．「IT新改革戦略」（電子政府分野）の体系化・見える化

出典：平成20年度 第3回 電子政府評価委員会（平成２０年１０月２０日） 資料３
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参考資料５．目的体系図を用いた戦略の評価（「i-Japan戦略2015」）

出典：平成21年度 第1回 評価専門調査会（平成２１年８月４日） 資料９
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参考資料６．電子申請1件当たりの情報システム費用の例
平成19 年度における行政機関に係るオンライン申請等手続システムの利用状況等調査の結果（類型I、抜粋）

出典：平成20年度 第3回 電子政府評価委員会（平成２０年１０月２０日） 資料１-１
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２．政府情報システムについて

①電子政府＝電子申請が強調され、内部業務や情報システムについては、IT戦略
本部では十分議論・検討されていない

→ 「政府情報システム改革検討会」（総務省）等との連携が必要。

②内部業務や情報システムの費用対効果を測る仕組みが不十分

→ 「業務・システム最適化計画」は、オープン化やダウンサイジングによるコスト削減
（いくら削減できるか）が主に。効果の観点から見ると不十分。

→ ITガバナンスの不足。各情報システムの目的や効果を横並びで比較できない。

③そもそも現状さえ十分把握できていない

→ 「全体像の把握」、「現状値の把握」、「評価指標及び目標値の設定」が必要。

→ ITガバナンスの「単位」をどうするか（霞が関全体か府省単位か）。

③そもそも現状さえ十分把握できていない

②内部業務や情報システムの費用対効果を測る仕組みが不十分

①電子政府＝電子申請が強調され、内部業務やバックオフィス関係の情報システ
ムについては、IT戦略本部では十分議論・検討されていない
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参考資料７．各府省の情報システム経費
政府情報システムの現状（府省別内訳）

出典：平成22年度 第1回 政府情報システム改革検討会（平成２２年９月３日） 資料３



12Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

３．その他の課題

①「電子政府」と「電子自治体」の連携

→ 国民から見たら同じ。むしろ行政サービス・手続きともに自治体との関係が強い。

→ 企業は国との関係が強い。

②官民連携

→ 国民や企業にとって、日常生活や活動で関わるのは民間がほとんど。

→ 「民間サービスの中に、いかに官のサービスを入れてもらうか」という発想への転
換が必要。「コンビニ交付」はその第一歩。

③技術を見極める目を

→ 例えば、レガシーシステムを維持したほうが、無理やりオープンシステムに移行す
るよりも費用対効果の点で優れている場合もある。

→ 一方、クラウド技術・サービスを用いると、抜本的に改善する場合もある。

→ ステロタイプで物事を捉えるのではなく、個別技術をしっかりと見極める目を。

③技術を見極める目を

②官民連携

①「電子政府」と「電子自治体」の連携（一体的展開）
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ご清聴ありがとうございました。


	電子政府分野における課題と対応策��～主に費用対効果の観点から～
	目　次
	０．電子政府関連の主な経歴
	１．「新しい情報通信技術戦略」（電子行政分野）について
	参考資料１．「新しい情報通信技術戦略」（電子行政分野・抜粋）
	参考資料２．「新しい情報通信技術戦略　工程表」（電子行政分野・抜粋）
	参考資料３．以前の戦略の例：「IT新改革戦略」（電子政府分野・抜粋）
	参考資料４．「IT新改革戦略」（電子政府分野）の体系化・見える化
	参考資料５．目的体系図を用いた戦略の評価（「i-Japan戦略2015」）
	参考資料６．電子申請1件当たりの情報システム費用の例
	２．政府情報システムについて
	参考資料７．各府省の情報システム経費
	３．その他の課題
	ご清聴ありがとうございました。

